
 
東京都練馬児童相談所（仮称） 設置計画概要 

 

東京都では、深刻化する児童虐待に迅速かつ的確に対応するため、区市町村と連携し児童相談体制

の強化や専門人材の確保・育成などに取り組んでおり、練馬区とも令和２年７月より児童虐待対応拠

点（児童相談所サテライトオフィス）を共同で設置するなど協働してきました。 

都は、この取組をさらに強化するため、東京都練馬児童相談所（仮称）（以下「練馬児童相談所」

という。）を練馬区立子ども家庭支援センターと同一施設内に新たに設置することとしました。 

これにより、都区相互の連携を深め、支援が必要な家庭を早期に把握し、各家庭の状況に応じて適

切な機関が支援することで、虐待の未然防止や重篤化の防止を図ってまいります。 

 

１ 設置場所 

練馬区豊玉北 5-28-3 ※練馬区立子ども家庭支援センターと同一施設内 

 

２ 設置時期 

  令和６年４月以降 

 

３ スケジュール 

令和 4 年度 内部改修工事設計 

令和 5 年度 内部改修工事 

令和 6 年度 ４月以降開設 

 

４ 所管区域 

練馬区全域 

※現在は東京都児童相談センター（新宿区北新宿 4-6-1）が練馬区域を担当しています。 

 

５ 施設概要 

（１）建物概要 

   鉄筋コンクリート造 地上３階建 

１階：約 460 ㎡ ２階：約 480 ㎡ ３階：約 400 ㎡  合計：約 1,340 ㎡ 

（２）児童相談所の必要諸室 

事務室、待合室、面談室、会議室、医務室、心理検査室、心理療法室、プレイルーム、書庫、 

倉庫 ほか 

（３）フロア配置（予定） 

〔１階〕区子ども家庭支援センター事務室・区相談室等、都区共用待合室、総合窓口 

〔２階〕都児相事務室・都面談室等 

〔３階〕都区共用会議室、倉庫、更衣室等 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 組織体制 

 

 

練馬児童相談所開設時の職員数は、他児童相談所（一時保護所非併設）の例から、60 名～
70 名程度を想定しています。 

フロア配置イメージ 



設置予定場所

生涯学習センター
練馬図書館

豊玉公園
東京都練馬児童相談所（仮称）設置予定場所

（練馬区豊玉北5-28-3 ）
練馬区立子ども家庭支援センターと同一施設



東京都練馬児童相談所（仮称） 開設までのスケジュール
年 R4(2022） R5(2023） R6(2024）

月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

設計 設計

内部改修工事等 内部改修工事等

備品整備等
（児童相談センターからの移設含む）

備品整備等

移転作業等 児童相談センターから移転作業等

パーティション移設作業等 パーティション移設作業等

練馬児童相談所開所 児童相談所条例改正

子ども家庭支援センター 現地で従来通り運営（工事期間中も仮移転等はしません）

※練馬児童相談所の開設日は、令和6年1月以降、正式に決定する予定です。
 決まり次第、東京都ホームページでお知らせいたします。

R6.4月以降開設



東京都児童相談所の管轄区域・人口（令和4年7月1日時点）

都立児童相談所 管轄人口

児童相談センター 226万人

北児童相談所 35万人

品川児童相談所 140万人

江東児童相談所 80万人

足立児童相談所 115万人

［ 児童相談所設置区 ］

＜Ｒ２＞世田谷区（92万人）

江戸川区（69万人）

荒川区 （22万人）

＜Ｒ３＞港区 （26万人）

＜Ｒ４＞中野区 （33万人）

板橋区 （57万人）＊児童相談所管轄内の人口は「住民基本台帳による世帯と人口」（令和4年１月１日時点）
＊特別区児童相談所の設置状況については令和4年7月1日時点

都立児童相談所 管轄人口

杉並児童相談所 91万人

八王子児童相談所 118万人

多摩児童相談所 82万人

立川児童相談所 75万人

小平児童相談所 115万人

立川児童相談所

北児童相談所

杉並児童相談所

児童相談センター小平児童相談所

品川児童相談所

江東児童相談所

足立児童相談所

多摩児童相談所

八王子児童相談所

児童相談センター

練馬児童相談所
設置（予定）

このうち練馬区
は約74万人です



地域の指標（児童相談センター管轄） 東京都児童相談所 2021年（令和3年）版「事業概要」より抜粋

・世帯数～人口密度：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（総務局）令和3 年1 月1 日現在
・人口総数は、日本人と外国人を合わせたもの
・保育所：令和3 年5 月1 日現在
・幼稚園、学校：「学校基本統計速報」（総務局）令和2 年5 月1 日現在
（令和3 年度数値については令和3 年8 月末現在未発表）
・特別支援学校：都外の都立学校1 校を含む。（）内は都外の区立学校の再掲。
・児童館：令和3 年5 月1 日現在
・子供家庭支援センター：令和3 年5 月1 日現在、子供家庭支援センターがある区市町村
・教育相談所：令和3 年4 月1 日現在、教育相談所（室）がある区市町村
・福祉事務所：令和3 年5 月1 日現在（窓口数）
・保健所：令和3 年5 月1 日現在、保健所総数には島しょ保健所、保健センター等には出張所、分室等を含む
・児童委員定数：令和3 年4 月1 日現在
・愛の手帳、身体手帳の交付状況：令和3 年3 月31 日現在
・相談受理件数：令和2 年度、4152 電話相談件数を除く総数のうち、都児相については管轄外及び不明を含む。

※港区は、令和3年4月に児童相談所設置済のため、令和４年８月現在、児童相談センターの管轄外である。

※



児童相談所は、児童福祉法に基づいて設置される行政機関です。原則１８歳未満の子供に関する相

談や通告について、子供本人・家族・学校の先生・地域の方々など、どなたからも受け付けています。 

児童相談所は、すべての子供が心身ともに健やかに育ち、その持てる力を最大限に発揮できるよう

に家族等を援助し、ともに考え、問題を解決していく専門の相談機関です。 
 

児童福祉司・児童心理司・医師・保健師などの専門スタッフが相談にあたります。 
 

 
 

・住所地を担当する児童相談所で相談をお受けしています。 

・相談受付時間 

月曜日～金曜日  午前９時～午後５時 

なお、来所される前に、あらかじめ予約をしていただくと、お待たせすることがありません。 

・関係機関の方や、現在東京都児童相談所にご相談中の方で、緊急の場合は、平日夜間、土・日曜

日、祝日（年末年始を含む）も、夜間緊急連絡ダイヤル（０３－５９３７－２３３０）で対応して

います。 

・相談内容は、すべて秘密を守ります。 

・相談は無料です。 

・児童相談所虐待対応ダイヤル「１８９」への相談は、２４時間、３６５日、対応しています。 

 ・児童相談所相談専用ダイヤル「０５７０－７８３－１８９（なやみ・いちはやく）」もご利

用いただけます（通話料がかかります）。 

専門のスタッフがいます 

相談の方法 

このような相談に応じています 

児童相談所とは 



○ 助言指導 

受け付けた相談に対して、助言、指示、説得、情報提供など適切な方法で援助を行います。

他機関の援助が必要な場合、専門機関をご紹介します。 

○ 継続的な援助 

必要に応じて、継続的に一定期間、専門職員による援助を行います。 

援助の中で、遊びを通した治療プログラムやカウンセリング、ペアレントトレーニングな

どを行うことがあります。 

○ 一時保護 

緊急に保護を必要とする場合、保護によるアセスメントが必要な場合、又は短期入所指導

を行う必要がある場合に一時保護を行います。 

一時保護には、一時保護所への入所と、養育家庭等への一時保護委託があります。 

一時保護委託は、子供の年齢や状況により、養育家庭や児童福祉施設などに保護委託する

ことが適当な場合等に行います。 

○ 里親制度 

  様々な事情により家庭で生活することができない子供を里親家庭に委託し、良好な家庭的

環境の中で養育します。 

○ 施設への入所 

様々な事情により家庭で生活することができず、里親委託が困難な子供を一定の期間、乳

児院、児童養護施設、児童自立支援施設、障害児入所施設などの児童福祉施設で預かります。 

○ メンタルフレンド事業 

対人関係が上手くいかない子供や家に閉じこもりがちな子供に対し、お兄さん、お姉さん

の世代にあたるボランティア（メンタルフレンド）が、子供の社会性や自立性を高めていく

ための活動を児童相談所等で行います。 

○ 愛の手帳の交付 

知的障害の子供への援助を図るため、東京都では「愛の手帳」（国は療育手帳）を交付して

います。愛の手帳の交付申請は、児童相談所で受け付けています。 

  

つぎのような援助を行います 



○ 虐待対策班の設置 

 ・児童虐待に迅速かつ機動的に対応するため、各児童相談所に児童福祉司、児童虐待対応協

力員からなる虐待対策班を設置しています。                

・都道府県警察の生活安全部門等で勤務経験のある者を虐待対応強化専門員として各児童相

談所に配置し、虐待対応力のさらなる強化を図っています。 

・児童福祉司を虐待対策班に集中的に配置して体制を強化し、「初期対応・介入」と「支援」

とを分離することにより、虐待対応の一層の充実を図っています。 

○ 児童福祉司及び児童心理司の増員 

  児童虐待相談に迅速・的確に対応するため、児童福祉司及び児童心理司を増員しています。 

○ 家庭復帰促進事業 

  各児童相談所に家庭復帰支援員を配置し、児童虐待などにより施設などに入所した児童に

ついて、家庭環境の改善や家庭復帰に向けての取組を行い、早期家庭復帰の促進を図ってい

ます。 

○ 児童虐待カウンセリング強化事業 

  虐待防止、親子関係の改善、家族の再統合を図ることを目的として、精神科医の医師を登

録し、カウンセリングなどを実施しています。 

○ 弁護士の配置 

  各児童相談所に非常勤弁護士を配置するとともに協力弁護士を登録し、法的な見地から職

員への助言などを行っています。 

○ 協力医師制度 

  虐待相談等への的確な対応を図るため、法医学等の専門的知識・経験を有する医師を協力

医師として登録し、医学的な見地からの助言などを行っています。 

○ 専門課長の配置 

  各児童相談所における困難事例の支援等、相談対応体制の強化のために福祉及び心理の専

門課長を配置しています。 

○ 業務指導員の配置 

  児童福祉司及び児童心理司に対し、児童相談所のＯＢ・ＯＧである業務指導員が技術的助

言や研修を実施しています。 

○ 医療連携専門員の設置 

虐待対応において、保健、医療面に関する相談への対応、保健指導の充実や、関係機関との

連携強化のために、保健師免許を有する者を医療連携専門員として配置しています。    

○ 児童相談所の職員研修の充実 

児童相談所の人材育成機能を強化し、児童相談所における児童虐待に携わる職員の資質を

向上させるため、経験年数、職種、役割別に研修を設定するなど、職員の専門性確保に努めて

います。また、都内全体の児童相談体制の強化に資するよう他機関職員との合同研修や区市

町村向けの開放研修を行っています。 

○ 児童虐待死亡事例等の検証 

今後の支援に活かせるように、児童虐待による死亡事例や重大事例について分析し、検証

しています。 

また、児童虐待の再発防止策を検討するため、児童福祉審議会の下に「児童虐待死亡事例

等検証部会」を設置し、児童虐待による死亡事例等の未然防止、再発防止に向け、第三者によ

る検証を実施しています。 

○ 通年開所 

児童虐待に迅速に対応するため、緊急ケースに土・日曜日、祝日（年末年始を含む）にも対

応する相談窓口を設置し、３６５日切れ目のない緊急相談体制を確保しています。 

  

児童相談体制の強化を行っています 



 

○ 関係機関との連携 

児童虐待対策について、児童福祉分野のほかにも多様な機関が関わる必要があるため、各

関係機関の連携、虐待の早期発見、再発防止体制づくり等を目的として、福祉事務所、保健

所、学校、警察、家庭裁判所などと連絡会等を実施しています。 

  また、警視庁とは児童虐待対応の連携強化のための協定を締結しています。 

○ 要保護児童対策地域協議会への参画 

虐待を受けた子供、非行の子供などをはじめとする要保護児童などの適切な保護のために

要保護児童対策地域協議会に参画しています。要保護児童対策地域協議会とは、地方公共団

体によって設置される幅広い関係機関や民間団体が参加する協議会です。代表者会議・実務

者会議・個別ケース検討会議の３つの会議などから構成され、構成員に守秘義務を課すこと

で、関係機関が積極的に情報を交換するなど密接に連携して、保護を要する子供の早期発見、

適切な保護を図ろうとするものです。 

○ 地区連絡協議会 

この協議会は、児童委員・主任児童委員、学校、子供家庭支援センター、児童相談所が中心

となり、関係機関の参加を得て、地域の子供の問題について情報交換及び協議等を行うこと

を目的としています。協議会は、原則として区市町村ごとに設置されています。 

○ 地域支援体制の強化 

児童相談所における地域支援体制を強化し、区市町村の相談対応力向上のための支援をき

め細かく行うため、各児童相談所のブロック（チーム）チーフは、区市町村（子供家庭支援セ

ンター等）との窓口役となり、管内の要保護児童、要支援家庭等の情報を一元的に把握し、子

供家庭支援センターをはじめ区市町村関係機関への支援を行います。また、地域に根ざした

里親の開拓･委託や社会的養護の場で生活する子供の家庭復帰支援についても、それぞれ担当

者を配置して取り組んでいます。 

○ 民間相談機関との連携 

複雑な児童虐待について民間相談機関とも連携して対応するために、社会福祉法人「子ど

もの虐待防止センター」及び社会福祉法人「カリヨン子どもセンター」と、それぞれ協定を締

結しています。 

  

地域・関係機関との連携を強化しています 



 

児童相談所は、子供の安全を迅速に確保し適切な保護を図るため、又は子供の心身の状況、 

その置かれている環境その他の状況を把握するため、子供の一時保護を行います。 

具体的には次のような場合に、一時保護を行います。 

 

○ 緊急一時保護 

・棄児、迷子、家出した子供など適当な保護者や宿所がないとき。 

・保護者の死亡、病気、逮捕、家出、離婚などにより、子供が家庭で生活することが困難な

状況が生じたとき。 

・保護者による虐待などの理由により、子供の安全を迅速に確保する必要があるとき。 

○ アセスメントのための一時保護 
・子供の心身の状況や養育環境などを把握する必要があるとき。 
・非行、家庭内暴力、不登校などの子供を一時的に保護して、十分な行動観察を行い、問題

解決の方法を検討する必要があるとき。 
○ 短期入所指導 

・短期間の心理療法、生活指導等が有効と判断され、他の方法による援助が困難なとき。 

（一時保護の期間） 

・原則２か月以内。ただし、引き続き保護の必要がある場合は、延長ができます。 

・２か月を超える一時保護が親権者の意に反する場合は、家庭裁判所の承認が必要となり

ます。 

（一時保護所の生活） 

・おおむね２歳から１８歳未満の子供が対象となります。 

  （２歳未満の子供は里親又は乳児院等に保護委託しています） 

・年齢や成長に応じた生活習慣が身につくよう生活指導を行います。 

・学齢児には、学習指導職員などにより子供の学力に応じた学習指導を行い、学習の習慣

と意欲の向上に努めています。 

・食事は、栄養のバランスはもちろん、子供の嗜好に配慮して楽しい食事ができるよう努

めています。 

・誕生会、外出行事、季節の催しを行っています。 

・必要に応じて、医学診断や心理診断を行います。 

○ 東京都における一時保護所 

東京都では、令和 4年 8月 1日現在、都内 8か所 250 名の定員を確保しています。 

 

  

一時保護について 



 

様々な事情により家庭で生活することができない子供のために、里親制度を推進しています。 

養 育 家 庭 
一定期間子供を預かり育てる里親 

短期間のみ子供を預かるご家庭もあります 

専門養育家庭 
専門的ケアを必要とする子供を一定期間預かり育てる里親 

一定の要件を満たし、定められた研修を受ける必要があります 

親 族 里 親 
親の死亡等により実親のもので子供を養育できない場合に、祖父母等の

親族が里親となりその子供を育てる家庭 

養子縁組里親 
養子縁組によって養親となることを希望する家庭 

特別養子縁組が成立するまでの間、里親として子供を育てます 

 

子供が家庭的な環境の下で温かい愛情に包まれながら健やかに成長していけるよう、次の機

関が相互に連携しています。 

○ 児童相談所 

里親希望者からの相談・申請受付、家庭訪問調査、子供の委託、委託後の里親への支援、さ

らに里親同士の交流などを行います。 

養育家庭、養子縁組里親等の相談を担当する児童福祉司と養育家庭専門員が中心となって、

地域における里親制度の推進に努めています。 

○ 福祉保健局少子社会対策部育成支援課里親担当  

里親制度の普及啓発、里親の認定及び登録、里親に対する経費の支出、里親と子供のマッチング・

交流に関する調整、里親会等関係機関の調整等、里親制度推進のための総合調整を行っています。 

○ ＮＰＯ法人 東京養育家庭の会 

都の養育家庭とその関係者で運営するＮＰＯ法人です。都では、里親に対する研修や養育

家庭の交流を図るとともに養育家庭の身近な悩みに対してアドバイスを行う養育家庭支援事

業を東京養育家庭の会に委託し、養育家庭制度のより効果的な事業展開を図っています。 

○ 里親支援機関・フォスタリング機関 

都が事業委託した社会福祉法人等が、里親サロンの実施、里親の普及啓発、里親のトレー

ニングやカウンセリング、委託児童や措置解除後の児童の自立支援、未委託家庭の訪問支援

等を行っています。 

○ 里親支援専門相談員 

乳児院や児童養護施設に里親支援専門相談員を配置し、児童相談所などと連携して、子供を委

託した後の里親宅への定期的な訪問により、里親家庭の支援を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

里親制度 



 
 
 
 

  

児童相談の流れ 



 
 

 
 

相  談  区  分 内            容 

養 護 相 談 

虐待相談 

養育困難（保護者の家出、失踪、死亡、離婚、入院、就労及び服

役等）、迷子に関する相談 

保 健 相 談 
一般的健康管理に関する相談 

（乳児、早産児等） 

障 害 相 談 
知的障害相談（愛の手帳の相談含む）、ことばの遅れ相談、肢体

不自由相談、重症心身障害相談などの障害に関する相談 

非

行

相

談 

ぐ 犯 行 為 等 相 談 

虚言癖、金銭持ち出し、浪費癖、家出、浮浪、暴力、性的逸脱等

のぐ犯行為※１、問題行動のある子供、警察署からぐ犯少年とし

て通告のあった子供等に関する相談 

触 法 行 為 等 相 談 

触法行為※２があったとして警察署から法第２５条通告及び少年

法第６条の６により送致のあった子供、犯罪少年※３に関して家

庭裁判所から送致のあった子供等に関する相談 

育

成

相

談 

不 登 校 相 談 
学校、幼稚園、保育所に登校（園）できない、していない状態に

ある子供に関する相談 

性 格 行 動 相 談 

友達と遊べない、落ち着きがない、内気、家庭内暴力、生活習慣

の著しい逸脱等性格又は行動上の問題を有する子供に関する相

談 

し つ け 相 談 
家庭内における幼児のしつけ、遊び、育児、ことばの遅れ等に関

する相談 

適 性 相 談 学業不振、進学、就職等の進路選択に関する相談 

そ の 他 の 相 談 措置変更、在所期間延長に関する相談等 

里 親 に 関 す る 相 談 
養育家庭、養子縁組里親、専門養育家庭、親族里親としての養育

を希望する方からの相談 

 
※１ ぐ犯行為：保護者の正当な監督に服しない性癖のあることなど一定の事由があって、その性格又は環境に照ら

して、将来、罪を犯す、又は刑罰法令に触れるおそれのある少年の行為をいいます。 
※２ 触法行為：１４歳未満で刑罰法令に触れる行為をいいます。 
※３ 犯罪少年：罪を犯した１４歳以上２０歳未満の少年をいいます。 

相談の種類 
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